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国際貿易税の理論と問題点
国際税とSDRリンク案との比較
1　はしがき
　かつては宗主国とその植民地との間で，個別的に行なわれていた「経済協
力」，「開発援助」が，先進諸国と開発途上諸国との間で，世界的な規模にお
いて，かつ組織的な交渉に基づいて，実行されるよう’になったのは，1960年
代以降のことである。アフリカ諸国の独立に触発された「南北問題」意識の
（1＞本稿の作成に当っては，国連開発計画（UNDP），資源エネルギー庁海洋開発室，
　（祖海洋産業研究会，日本海洋協会　神戸税関，東京大掌国連資料室，岡山大学法学部
　位田隆一助教授などに多大のお世話になった。厚くお礼申し上げたい。また本稿をも
　とに国際経済学会全国大会（1983年10月，日大）でおこなった筆者の研究報告に対し
　て，慶応大学の深海博明先生をはじめ多くの諸先生から貴重なコメントとアドバイス
　をいただいた。原稿が印刷に入っていたため，十分な修正がおこなわれてないが，他
　日改稿する機会に諸先生のアドバイスを生かしたい。そのほか，本稿に残っている誤
　謬は，ひとり筆者の責任であることもお断りしておきたい。
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顕在化，国際連合「開発のための10年」構想などを背景にして，（1）OECD
内部の「開発援助委員会（DAC）」の発足（1961年），（2）世界銀行の開発金融
機関への傾斜，及びソフトローン担当の「国際開発協会（IDA）」の発足（1960
年），そして国連貿易開発会議（UNCTAD）第1回総会の開催（1964年）など，
この数年問に，国際的な開発援助の組織化が実現したといえよう。
　その後，現在に至る20年間に，世界の開発援助は，ほぼこの「DAC，世銀
グループ，UNCTAD体制」の中で推進されてきた。もちろん，　DAC加盟国
の足並は乱れがちであったとか，世銀グループは，マクナマラ時代に飛躍的
な発展を遂げたとか，UNCTADは殆んど常に，実行のための協議の場とい
うよりは，南北双：方の利害衝突と論争の場であったというように，三老が
それぞれ異なった歴史的展開を示したことは事実である。しかし，それにも
まして一UNCTADは開発途上諸国の不満の所在を明らかにすることに
よって，南北の経済協力の概括的な方向を示唆し，世銀グループは個々のプ
ロジェクトの遂行をとおして，具体的な開発戦略への指針を示し，一方DAC
は先進諸国の立場の相違を調整しながら，UNCTADと世銀の決定を指標と
して，北側の「豊富な」資金の活用を図ってきたというように一この三
者は相互補完的に南北経済協力の体制を支えてきたのであって，これを
「DAC，世銀グループ，　UNCTAD体制」と呼ぶことが許されるであろう。
　ここで敢えてこうした耳新しい用語を使用する理由は，過去20年にわたっ
て世界の経済協力を支えてきたこの体制が，ここ数年，その限界を露呈し
てきていると思うからである。UNCTADは第5回（1979年，マニラ），第6回
（1983年，ベオグラード）の総会において，目立った成果を挙げられなかった。
一一沁Y品共通基金の発足，補償所得融資制度の設置，途上国累積債務の計画
的な処理，政府開発援助のGNPO．7％目標水準の達成など，いずれも十年来
の懸案が棚上げになっている。世銀もIDAもアメリカの非協力によって，増
資が思うようにならない。そうした財政的な制約を背景に，クロ一般ン総裁
（81年就任）は，途上国の選別と民間資金との協調融資とによって，現在の苦
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境を切り抜けようとしている。DAC加盟国のうち，米，英，仏，西独，日本な
ど主要国は，いずれも不況と財政危機に見舞われている。そのため，経済協
力といっても政府開発援助は停滞的であり，むしろ民間資金の比重が急速に
上昇しているが，この傾向は今後数年間は変らないであろう。
　こうして，既存の経済協力体制の基盤が危くなるにつれて，それに代る新
しい「体制」が出現しつつあるように思われる。それは，ユーロ・マネーや
多国籍企業といった，民間資金を主体とした融資と投資の拡大である。この
傾向は70年代後半に明らかになったものであるが，80年代初頭における中南
米，東欧諸国のデフォールト・リスクを貴重な体験として，IMFの資金力の
増強，コンディショナリティーの徹底を背景に，80年代の国際金融，国際経
済協力の主流になろうとしている。
　しかし，私の考えでは，この民聞資金中心の国際経済協力には見逃すこと
のできない問題があるように思われる。本来，経済効率を主旨として収益率
の極大化をめざす民間資本の投資と民間金融機関の融資は，開発途上国の資
源配分の効率化，経済成長の促進に貢献することはあっても，同時に他面で
膨大な貧困住民のニーズを断ち切り，一国の経済の長期的な発展をむしろ阻
害する危険があるからである。
　本稿はこうした民間資金中心の国際経済協力への疑念を根底に据えて，そ
れに代る第三の道を模索するものである。この「開発援助資金の自動的動員
論」ともよびうる第三の道は，一定の自動的ルールに従って世界経済全体の
中から資金を捻出し，途上国の開発援助にふりむけていくものである。既に
一卜数年以前にSDRが創設された時点で，　SDRと開発援助とをリンクさせる
SDRリンク案が提唱されたことがあったが，最近では国際経済活動に課税
をして開発援助資金を捻出する国際税の構想が唱えられている。国際税の構
想は未だ少数の人々の間でしか議論されていないが，いずれは国際的な議題
になっていくであろう。
　本稿を以下のように分けて議論を進めよう。次の第ll節で1970年代の国際経
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済協力の変容を総括する。第IH節では最近の「民間優位」の経済協力の問題点
を指摘し，それに代る「自動的資源動員論」の必要性を展開する。第IV節で国
際税一般の構想を紹介したあと，第V節と第W節で国連海洋法条約における
深海海底資源開発の「開発税」と国際貿易税という二つの具体案を検討する。
最後に第珊節でこの国際税とSDRリンク案との比較を行なうつもりである。
II　70年代以降の経済協力
　70年代には国際経済上の「突発的な」諸事件が相次いで発生したために，
我々の眼はともすれば，それら個々の事件に奪われてしまいがちであるが，
私の考えでは，70年代の初頭から現在に至る国際経済及び国際経済協力の歴
史は一単純ではないにしても一一本のコンシステントな道筋に沿って
展開してきたように思われる。
　ここでは，本論に必要な範囲で，国際経済協力をめぐる過去10年間の歴史
的推移を要約しておきたい。それは，（1｝開発途h国の三極分化，（2）南北国際
経済協力にお・ける民間優位構造の定着，及び（3）累積債務問題の表面化である。
！．開発途上諸国の三極分化
　70年代の世界経済は，二度にわたる石油危機の発生や先進諸国の経済停滞
などのために，全体としては低成長のままに推移したが，しかし，その実態
を仔細に検討してみると，第1表が示すとおり，少なくとも一部の開発途上
国一とくに高所得石油輸出国，中所得石油輸出国，主要工業品輸出国（い
わゆるNICs）の35ヵ国一の経済成長率が先進国（表では市場経済工業国）
のそれを上回っており，しかも，この経済成長が輸出の増加に起因していた
ことが明らかになる。輸出増加の原因は，石油輸出国の場合には石油であり，
NICsの場合には工業品であることはいうまでもない。
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第1表　1970年代の経済実績
国　の　数
@（1980＞
入口規模
i億人，198G）
GNP成長率
i1970－80，％）
一人当りGNPｬ長率
i1970－80，％）
輸出増加率
i1970－80，％）
ユ，開発途上国全体 96 33．0 5．3 3．1 7．1
a　低所得国 33 21．6 4．5 2．4 2．7
中国・インドを除く 31 5．1 2．7 0．0 一〇．7
b　中所得国 63 11．4 5．6 3．1 7．7
主要工業製品輸出国 10 2．7 5．6 3．6 8．3
その他の石油輸入国 42
????「
5．3 2．6 4．5
石油輸出国 21 5．0 5．7 2．9 9．2
2，高所得石油輸出国 4 0．14 6．3 1．3 21．9
3．非市場経済工業国 6 3．5 3．9 2．8 3．0
4．市場経済工業国 19 7．1 3．2 2．4 4．ユ
世　　界　　全　　体 125 43．74 3．8 1．9 5．5
注し開発途上国の分類は世銀の分類である．
　資料出典，世界銀行，『世界開発報告』，1982年版，付表1，3，1表，3，4表より計算
　問題は，このほかの非産油発展途上国の状況であり，第1表からも明らか
なとおり，とくにインド，中国を除く低所得国（31ヵ国）の実績が経済成長
率で2．7％，一人当りに直すと0％，輸出増加率一〇．7％であったという事実
は，このグループの国々が，70年代の世界経済の発展から脱落してしまった
ことを表現するものといえよう。同様のことは，程度の差こそあれ，中所得
水準の石油輸入国（42ヵ国）についてもあてはまるのであり，このグループ
の一人当り経済成長率（2．6％），輸出増加率（4．5％）もまた開発途上国全
体の平均に及ばなかったのである。
　これがいわゆる，70年代における開発途上世界の　　新興工業国（NICs），
石油輸出国，その他の非産油途上国への　　三極分化である。
2．南北国際経済協力における民間優位構造の定着
　ところで，開発途上諸国内でこうした経済成長と輸出増加の格差が発生し
た原因は，それらの国の経済構造の相違にある。石油輸出国の場合は，当然，
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石油価格の上昇が経済成長と輸出（額）増加の原因であり，石油収入と人口規
模との比率，及び石油収入のアブソープション能力の相違によって，第1表
にみた「高所得国」と「中所得国」の格差が発生するにすぎない。
　新興工業国（NICs）の場合には，60年代後半以降の工業化政策が十年を経
て結実した結果であり，OECDのレポート『新興工業国の挑戦』などにみら
れるように，これら十数ヵ国は，先進諸国との新しい国際分業に入っている
といえよう。また，ASEAN諸国など，　NICsを追う第2の準工業諸国が出
現しつつあることも注目にあたいする．しかし，NICsの高度成長がNICs
の「自助努力」のみによって実現したものでないことは，ここ数年の累積債
務問題の顕在化によって明らかにされたところである。
　つまり，第1次石油危機と変動為替相場制への移行とを契機として，国際
経済の基調が変化し，先進諸国が大幅な経常収支赤字とスタグフレーション
に落ち込む一方，産油国の手許に膨大な石油収益が発生し，これが先進国金
融市場の過剰流動性を形成した。また折からの金融革新の流れに乗って，変
動相場制下の資金運用にセンシティブになっていた先進諸国の金融機関は，
安全で収益性の高い投資対象を求めてユーロ市場に殺到した。こうしたオイ
ル・マネーや金融機関の余剰資金の投資対象先として選ばれたのが　　不況
で資金需要：の不活発な先進諸国企業に代る一一NICsと東欧諸国と一部のハ
イ・アブソーバー石油輸出国だったのであり，換言すれば，このような資金
供給のバック・アップがあってこそ，NICsの成長も可能であったというこ
とである。
　もちろん，たとえ資金供給が十分であっても，その国の経済構造が整備さ
れていなければ，工業化の促進も経済成長も実現しえないことはいうまでも
ない。NICsの場合には，過去十数年にわたる輸出志向型開発戦略への政策
転換が，この時期に結実したということである。この点は，同じく輸出の拡
大，高度成長といっても，石油輸出にのみ依存する産油国と工業化に成功し
つつあるNICsとを区分する重要な点である。
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第2表　開発途上国への資金の流れ （受取純額　単位　10億ドル）
1970（構成比） 1975 1980 1981（構成比）
1．DAC加盟国　2国間資金 15．48 （8L5） 39．94 67．3875．77 （72．9）
（1｝ODA 5．66 （29，8） 9．81 18．02 18．28 （17．6）
②　非譲許的資金 9．82 （51，7） 30．13 49．36 57．49（55．3）
イ　公的資金 0．74 1．78 4．70 4．76
ロ　民間資金 9．08 （47．8＞ 28．35 44．66 52．73（50．7）
a．直接投資 3．69 （19，4） 1L51 10．36 14．64（14．1）
b．銀行部門 3．00 12．00 19．00 25．00
c．債券融資 O．30 （28、3） 0．42 3．10 2．50（36．6）
d．輸出信用 2．09 4．42 12．20 10．59
2．OPEC諸国　2国間資金2｝0．59 （3．1） 7．18 10．26 9．91 （9．5）
3．その他諸国　2国間資金31 1．18 （6．2） 0．89 5．44 5．32（5．1）
4．多角的資金 1．76 （9，3） 6．42 12．59 13．00（12．5）
（1）ODA LO7 3．84 7．74 8．00
②　非譲許的資金 0．69 2．58 4．85 5．00
5．合　　　計 19．00（100．0） 54．43 95．67104．00（100．0）
注1．銀行による債券融資，輸出信用は，c，　d項目に分類．
　2．公的資金のみ．
　3，社会主義諸国およびアイルランド，ルクセンブルグ，スペイン，ユーゴスラビア，インド，
　　イスラエル．
　資料出典，OECD，　DAC，　Devel・pment　Cooρerati・n，1982Review，　p．51　Table　I－2を
　再編成．
　第2表は70年代に，先進国，社会主義国，OPEC諸国，国際機関から開発
途上国へ流れた資金を項目別に分析したものである。1970年に全体の3割
（29．8％）を占めていたDAC加盟国の2国間政府開発援助（ODA）は，1981
年には2割以下（17．6％）に下がり，代って民意資金，とくに金融機関の資金
（表のb．銀行部門，c．債券融資，　d，輸出信用）が急増していることがわかる
（b，c，d合計で53．9億ドル（全体の28．3％）から380．9億ドル（全体の36．6％）
へ増加）。こうした政府開発援助の停滞と民間資金の急増が，70年代の南北経
済協力（資金移転）の著しい特徴である。UNCTAD第6回総会にむけてUN
CTAD事務局が発表した報告書「国際金融及び通貨の諸問題」（lnternatio－
nal　Financial　and　Monetary　Issues，　Jan．1983）も，この現象をさして，
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国際金融樋貨制度の民間優位化（，。i。。ti、ati。。）と呼んでいる（§）
3．累積債務問題の表面化
　そしてその結果が，ここ数年にわかにクV一ズアップしてきた累積債務問
題である。累積債務問題がメキシコ，ブラジル，韓国などごく一部の国の問
題でありながら，これほど大きく論議される背景には，少数とはいえ累積債
務残高が巨額であり，しかも返済不能に追い込まれるほど事態が深刻である
という理由のほかに，貸手がユーロ市場を中心とした先進国の民間金融機関
であり，従って，債務の不履行がそのまま貸手の経営危機を通じて，国際金融
危機を引き起こしかねないという危機感があったといえるであろう讐）
　しかし，私は，この問題をとおして，現在の国際経済協力に関する多くの
教訓を引き出せるのではないかと思う。
　その第1は，債務累積がクローズアップしたメキシコ，ブラジル，韓国な
どが，いずれも4　一一5年前までは最も優秀な新興工業国として将来を嘱望さ
れていた国であり，しかもその急速な経済成長が民間資金の借り入れによっ
て可能になったという事実である。先に述べた「民間優位」の経済協力の象
徴的な帰結として，この問題を捉えることができるのである。
（2）UNCTAD　Secretariat〔25〕，　chapter3．なおこのテーマについては，昭和58年
　準国際経済学会関西支部総会において，中西市郎教授から詳細な報告があり，報告内
　容はのちに「国際金融危機と発展途上諸国一　UNCTAD事務局報告によせて一一」
　　〔26〕として公表された。本節の「民間優位」論も，この中西教授の報告を踏襲して
　いる。
（3）累積債務問題のクローズアップとともに多数の文献が入手できるようになった。例
　えば，G．Abott，　Internαtionαl　Indebtness　αnd　the　Developing　Co　un　t’ries〔27〕　；
　J．D．Aronson　ed．，　Debt　and　the　Less　Developed　Countries　［28）；　IMF，　Ex－
　ternal　Indebtnes80f　Developing　Countries〔29〕；松岡潔編『発展途上国の債
　務累積問題』　〔30〕など。研究の蓄積とともに，債務累積問題を単に当該国の政策運
　営の失敗による一時的現象としてではなく，70年代後半の国際金融の中で位置づける
　べきだという見解が，次第に有力になってきているように思われる。
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　第2に，結果的には債務不履行に近い深刻な事態に追い込まれたとはいえ，
いずれの側も将来の予測をふまえた合理的な資金計画を立てていたに違いな
い。民間経済である以上，価格の変動や不況の到来による影響を避けること
ができない。問題は，情報と資金の国際的相互依存が高度に発達した段階にお
いては，何らかの（国際的に）公的なリスク・ヘッジを行なわなければ，一国の破
産が国際経済危機を引き起こす危険があることが明らかになったことである。
　第3に，債務不履行の危機にある国は，先にあげた一部のNICsに限らな
い。第3表によれば，低所得国においても一債務の大半がODAであるとは
いえ　　債務の累積が進んでおり，輸出に対する債務返済と利子支払の比率
は合計32％に及んでいて，NICsのそれに近いのである。低所得国は民間資
金に対するアクセスができないため，資金の利用が十分でなく，従って経済成
長率も特に低かったことは既にみたとむりであるが，そのような苦境にあっ
ても，なお，66ヵ国で年額120億ドル（2年間で1100－860－240億ドル）も
の債務の累積が進んでいることは注目すべきことである。
第3表　開発途上国の累積債務とその内容
輸出にたいする比率 債務総額の融資形態別内訳（％）
債務総額
i10億ドル）
債務返済
@（％）
利子支払
@（％）
O　D　A非譲許的
ｽ角的援助
輸出信用　　一 民間市場
低所得国
U6力国
1980年
P982（推定）
86
P10
17
Q3
? 67
U9
? 21
Q0
?
中所得国
V0ヵ国
1980
P982（推定）
107
P44
12
P6
? 25
Q4
10
P0
27
Q7
38
R9
新興工業国
P1ヵ国
1980
P982（推定）
192
Q66
18
Q4
?? ? ? 24
Q4
65
U7
OPEC
P1力国
1980
P982（推定〉
79
P06
?? ? 13
P2
? 46
S7
37
R7
合　　計
P58ヵ国
1980
P982（推定）
465
U26
12
P9
? 22
Q1
? 28
Q8
43
S4
注1．開発途上国の分類はOECD分類．
　2．各年末の推定値である．
　資料出典，OECD，　DAC，　Development　Cooperαtion，1982Review，　P．237，　P．239
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皿　国際経済協力の三つの道
　こうして80年代の初頭において，過去20年にわたる「DAC，世銀グルー
プ，UNCTAD体制」の限界が明らかになると同時に，「民聞・優位」の経済協
力が台頭し，それもまた一部のNICsにみられるように債務累積という障壁
に突き当るという事態に直面している。袋小路にも似た現状を打開する方法
として　　相互に排他的ではないにしても　　次の三つが考えられる。ひ
とつは旧体制を復活させ，政府開発援助を中心にした経済協力を強化するこ
とである。第2は，旧体制の限界を認識するところがら出発し，民間優位の
経済協力を進めながら，それに伴うリスクを防止する国際機構を整備するこ
とである。「IMFの援助機関化」と呼ばれているものが，これである。第3は，
旧体制の意義を承認しながら，その限界をも認め，公的援助を補完するもの
として，何らかの自動的な開発援助資金調達計画を構想するものである。本
稿で「自動的資源動員論」と呼ぶものが，これである。
第4表　各国政府開発援助（ODA＞の供与先（1979－80平均）
ア　メ　リ　カ イ　ギ　リ　ス フ　　ラ　　ン　ス
1．ODA総額（百万ドル）
Q．ODA／GNP比率（％）
5，ユ9ユ．0
O．24
1，802．1
O．44
3，483．5
@0．62
2国間ODA 67．6 59．3 81．7
第1位供与国 イスラエル　　18，6 インド　　　　10．9リュイニオン　（DOM）　12，6
2 エジプト　　　14．0バングラデシュ4．7マルティニク　（DOM）　12．3
3 トルコ　　　　　3．4 タンザニア　　　3．3 ニューカレドニア（TOM）　5．O
3．OD
泓^先
燒?i％）
4 バングラデシュ3．2ザンビア　　　　2．9 グァデルーペ（DOM）　4．5
5 インドネシア　2．9 スリランカ　　　2．8 仏領ポリネシア　（TOM）　4．4
第175位合計 42．1 24．6 38．8
そ　の　他 25．5 34．7 42．9
多角的ODA 32．4 40．7 18．3
資料出典，OECD，　DAC，　Development　C・・perati・n，1982　Review，　PP．！86－189，182，
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1．政府開発援助の問題点
　「第三次国連開発の10年」計画や第6回UCTAD総会にお』ける発言にみ
られるように，開発途上国の代表は現在でも先進諸国にむかって，経済協力
資金の増額（総額でGNP　1％，政府開発援助でGNPO．7％水準の達成）を
要求している。しかし，先進諸国の苦しい財政事情から考えて，米，英，日，
西独など主要国が近い将来にこの目標水準を達成することは考えられない。
それだけでなく，現状の政府開発援助には，援助供与国の国内事情によって
援助の内容や執行が左右されるという見逃しえない問題点がある。
　第4表は主要先進諸国の政府開発援助の内容を比較したものであるが，各
国とも2国聞援助の比率が6割を超え，しかも少数の国に集中していること
がよみとれる。アメリカはイスラエルとエジプトだけで30％を超え，フラン
スの上位5ヵ国はすべて海外県（DOM）と海外領土（TOM）である。同様
にイギリスの上位5ヵ国は旧植民地であり，日本の場合には植民地でこそな
西　ド　イ　ツ 日　　　　本 DAC合計 （参考）多角的援助の
z　分　　　（％）
3，289．3
O．45
2，933．5
O．30
22，815．0
@0．37
63．0 64．9 65．8
トルコ　　　　10．2インドネシア　9．8 エジプト　　　4．8 ユ．インド　　　　　17．5
エジプト　　　3．5バングラデシュ7，2 イスラエル　　　4．5 2．バングラデシュ　　6，0
バングラデシュ3．1 タイ　　　　　6．3 バングラデシニ」3．6 3．パキスタン　　　　4．8
タンザニア　　　2．4 ビルマ　　　　　5．6 インドネシア　3．2 4。エジプト　　　　3．5
イスラエル　　2．1 パキスタン　　4．8 インド　　　　3．1 5．カンプチア　　　2．7
21．3 33．7 1926．スーダン　　　　　2．4
41．7 30．8 46．6 7．タンザニア　　　　2ユ
37．0 35．1 34．2 8．ザイール　　　　1．9
9．エチオピア　　　1．9
10．セネガル　　　　1．9
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いが，アジア諸国に集中している。表に現れている国のうち，イスラエル，
トルコ，タイなどは，DACの分類による低所得国（66ヵ国）に入っていない。
　もちろん，すべてのDAC加盟国がこのような「戦略的」な援助を実施し
ているわけではない。北欧諸国，ベネルックス三国などの福祉国家は，国内
政策と同様，国際福祉政策の観点から，ODA／GNP比率0．7％水準を達成
しているのみならず，最貧国，低所得国中心の政府開発援助を実行している。
しかし，これらの諸国はいわば経済規模の小さい援助小国であり，DAC政
　　　　　　　　　　　　（4）府開発援助の主流ではない。
　アメリカの2国間援助でイスラエルとエジプトのシェアが著しく高いのは，
経済支持援助（ESF）のためである。　ESFはアメリカの外交目的に重要な
役割を果す国に対する財政，国際収支，開発プログラム援助で，最近ではア
メリカの2国閤援助の25～30％を占める（この他では，開発援助が20％，P
L480援助が15％，軍事援助が10～15％，その他が25～30％）。ESFの中で
はイスラエルとエジプトの二国だけで8割を占め，これがアメリカの2国間
援助全体に影響を及ぼしているのだが，しかし，両国に対するESFは1974
年までは微少であり，当時は南ベトナムがESFの5割を独占していた。こ
の国に対するESFは1977年以降ゼロである。これをみても，アメリカの政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）府開発援助が，アメリカ自身の利害に強く制約されていることが窺える。
　同様のことはフランスについてもあてはまる。この国の政府開発援助の対
GNP比率は，1975，1976，1980，1981年にそれぞれ0．53，0．57，0．53，0．62
（4）各国の開発援助政策の特徴については，松井謙『経済協力』〔39〕，第4章を参照せ
　よ。
（5）60年代から最近までのアメリカの経済協力政策の推移については，Congress　of
　the　United　States，Congressional　Budget　Office，　Assisting　the　Developing
　Countries〔38〕が参考になる。本パラグラフの数字もこの報告書の付録から引用し
　たものである。
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％であったが，このうち海外県（DOM），海外領土（TOM）を差し引くと
0．29，0．26，0．26，0．35％とほぼ半減してしまうのである！6｝
　現在の経済協力体制を前提とする限り，先進諸国の政府開発援助のもっこ
うした歪みを矯正するメカニズムは存在しないといってよいであろう。
2．民間優位の経済協力とIMFの動員
　公的援助が不十分であれば，それを補完するものは民間資金以外には存在
しない。従って，当面は民間資金を主力とした経済協力が続けられるであろ
う。同時に，82～83年の国際金融危機を経験したあとでは，貸手の側も慎重
にならざるを得ない。そこで要請されるのが，民間優位の経済協力の安全性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）を保証するものとしてのIMFの動員である。
　開発途上国への経済協力にお』けるIMFの役割は現在2つある。
　第1は，途上国債務の救済にあたってのIMFの介在である。現在多くの公
的債務救済交渉はパリクラブと呼ばれる債権諸国政府団と債務国との間で，
個別的にケース・バイ・ケースの形で行なわれているが，IMFスタッフはし
ばしばこの交渉にオブザーバーの資格で参加し，債務国の国内資金，国際収
支状況を説明している。そればかりでなく，パリクラブは債務救済交渉開始
の前提として債務国にIMFの高次のクレジット・トランシュの利用を要求す
ることが多く，最近では民間銀行団さえも債務国にIMFとの取り極めを要求
するようになっている。IMFの高次のクレジット・トランシュの利用には国
内政策の変更を指示する政策勧告が伴うのが普通であるから，債権国は債務
（6）　DAC，Devetopment　Cooperation，！982Review，Table　1．4　’w　1．8，pp・180－u184
（7）開発途上国との関連でIMFの融資政策を歴史的に整理し，最近のIMF援助機関化論
　を分析した力作に，平勝広「IMFの「援助機関化」をめぐって」〔31〕がある。そのほ
　か，このテーマについては，木下悦二『現代資本主義の世界体制』〔32〕，第5章：松
　岡「累積債務問題に対する対策」（前掲松岡篇〔30〕所収〉も参照。
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第5表　IMF割当額とそのシェア
第6次増資後 第7次増資後 第8次増資後
（1978，12） （！980，12）
割当額総額（億SDR）388．05 595．96 900．35
先進工業国シェア（％） 63．95 62．77 62．32
うち　アメリカ 21．08 21．16 19．91
イギリス 7．36 7．36 6．88
西ドイツ 5．43 5．43 6．00
フランス 4．83 4．83 4．98
日　　本 4．18 4．18 4．69
開発途上国シェア 36．05 37．23 37．68
うち　産油国 9．64 9．38 11．55
非産油途上国 26．41 27．84 26．13
資料出典，大蔵省国際金融局年版，58年版，300ページ
救済にあたって，当該国に対するIMFの監督を要求していることになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　第2は，途上国の要請に応えるIMF融資の拡大である。　IMFの増資は第
5次（1970年）のあと，第6次（1978年），第7次（1980年）と続き，本年末
を目標に第8次増資の発効が予定されている。第5表にみられるとお・り第6
次から第8次まで5年問で2倍以上の増資である。
　しかもそれと並行して，近年通常引出し以外の特別融資制度が充実し，IM
F融資条件は一層緩和されてきた。60年代には「輸出変動補償融資制度（CF
F）」と「緩衝在庫融資制度（BFF）」の二本だったものが，第1次石油危機
の直後に，「オイルファシリティ」，「トラスト・ファンド」，「拡大信用制度」
が整備され，最近では長期的な国際収支対策としての「補完融資制度（SF
F）」（1979年），その延長としての「増枠融資制度（EAP）」（1981年）が創
（8）IMFの融資制度については，　J．Gold，　Finαcial　Assistance　by　the　In　te　rnαti　一
　〇nal　Monetary　Fun（l　　Lαwαnd　Prαctice　〔33〕が詳しい。融資にともなう
　conditionalityについては，J．Gold，Conditionαlity〔34〕M，　Guitian　，　Fund　Conditio．
　nality：Evolution　ofProbtems　and　Practices　（35］；S．　Del］，　On　being　Grand－
　mo　therly〔36〕；滝沢健三「IMF貸出のC。nditionality」〔37〕などが詳しい。
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設されている。こうして現在では，各国はIMFから，割当額に対して年間
150％，3年間で450％までの借り入れと，輸出変動補償融資，緩衝在庫融資，
オイルファシリティの引出し残高を除いて割当額の200％までの累積残高を
残せるまでに至っているといわれている！9＞
　こうした債務救済への介入，融資枠の拡大をみると，IMFが国際通貨安定
を目的とした本来の使命をこえて，途上国の経済開発に積極的な姿勢を示し
ていることが理解される。これがいわゆる「IMFの援助機関化」論である。
　既にみたとおり，IMFの援助機関化を促進した要因のひとつは，一部の開
発途上国の資金計画の破産が放置すれば国際金融危機に波及しかねないとい
う直接的な要請であるが，もうひとつ見逃せないのは，公的援助を中心とす
る旧来の国際経済協力では途上国の開発資金需要に応じられないにも拘わら
ず，それに代るべき安定した資金源が当面存在しないという事情である。そ
の意味で，IMFの援助機関化は，いわば現状の矛盾の一時的解決策として発
生した現象といえるであろう。
　しかし，こうしたIMFの援助機関化によって，国際経済協力の課題が最
終的に解決されるとは考えられない。第1に，IMFの介在によって前進する
債務救済交渉も，債務の消却（cancellation）ではなく債務の一時的な繰り
延べ（rescheduling）を実行するに過ぎないから，問題の最終的な解決には
ならない。しかも繰り延べは元本に限られるとか，繰り延べ債務の金利は一
層高いなどの問題が残されている。第2に，このことはIMFの融資に関して
も同様である。融資枠の拡大は融資の返済免除ではなく，IMF融資も　　一
般に民間金利より低利であるとはいえ　　数年のうちには返済しなければな
らない。IMFの性格上長期の融資は期待できない。そのうえ，第3に，　IMF
融資の目的が国際収支の均衡にあるという制約がある。しかも，これは絶え
ず途上国からだされる不満であるが，国際収支不均衡の原因一国内政策の
（9）滝沢健三「IMF貸出のConditionality」〔37〕，6ページ。
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失敗か，石油危機のような回避不可能な外的要因か一を考慮しないでIMF
の政策勧告がなされる傾向がある。一般に開発途上国は高い経済成長率を実
現しようとすれば資金不足が避けられず，国際収支は赤字に陥りがちである。
特に経済基盤の弱い低所得国の場合にはこのことがいえる。それに対して，
国際収支の均衡を前提とする政策勧告がだされれば，途上国の政策担当者は
IMFの指導に応じられないであろう。ここにIMFを動員する経済協力の限界
があるように思われる。
3．自動的資源動員の必要性
　こうして既存の政府開発援助や民間資金協力の限界が露呈されてくるにつ
れて，それに代る第三の道が模索されるようになる。それが開発援助資金の
「自動的資源動員（Automatic　Mobilization　Qf　Resources）」である。先
’に述べたとおり，自動的資源動員とは，供与国政府の思惑や民間企業・銀行
の利潤追求，或いは先進国国民の慈善などの恣意的（arbitrary）な行為を排
除して，一定の規則的なルールに従って開発援助資金を捻出するものである。
　自動的資源動員に共通する特徴は，資金利用者が供与者に対して物質的に
も精神的にも従属する必要がないことである。例えば最貧国の国民の生活水
準を向上させるために動員された資金は，その目的に沿う限り，資金供与者
に制約されることなく利用することができる。
　自動的動員資源には，以下に述べる国際税と第VII節に述べるIMF創出資
金（SDRリンクなど）があるが，いずれも同じ特徴をもっている。SDRリン
クについては既に多くの研究があり，よく知られているので，以下では国際
税について，検討しよう。
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W　国際税の構想
　開発援助資金の一調達手段として各国の企業，個人の国際的な活動に課税
をするという「国際税（lnternati。nal　Tax）」の構想は，恐らく相当早くか
らあったであろうと推測される。しかし，この問題が国際会議や研究者の集
会で公式に討議されるようになったのは，ここ十年くらいのことであろう。
　国際税の構想がごく一部の人間の気まぐれな思いつきではないことを立証
するために，この間題について，これまで公表されてきた研究報告や論文を
私が調べた範囲で列挙しておきたい。
　1．まず，1976年に公表された，ティンバーゲン篇の『国際秩序の再編成
（RIO）』〔1〕の中に「国際悦への言及がある。この報告書の第10章は「所
得分配と開発融資」を扱っているが，そこでは，国際税の収入と地球共有財
産からの収入とを財源として「世界金庫（W。rld　Treasury）」を設置し，こ
れを媒介とした国際的開発融資を提言している。
　2．この章の執筆者の一人であるマハブブ・ウル・バクは，彼の著書『貧
困のカーテン』〔2〕の中で，国際税の構想を展開している。彼は，（1）再生不
可能資源の採掘，（2）国際自然環境の汚染，（3）多国籍企業の活動，（4）国際共有
財産を使用する商業活動，（5）軍事支出，（6）途上国からの頭脳流出，熟練技術
者流出，（7）国際公務員への国際課税を財源として，国際開発基金をつくり，
長期の国際的開発資金とすることを考えている。
　3．同じ年，UNCTADの貿易開発理事会においても，開発途上国への資源
移転問題が包括的に討議されたが，この中で大来佐武郎氏〔3〕は，開発途
上国の住民のシビル・ミニマムを確保するために，世界税（World　Tax）の
創設と，海底資源採掘の収益の動員を挙げている。また，N．イスラム〔4〕
も，国際税にこそ言及していないが，包括的な資源移転論を展開している。
　4．同じ年，マサチューセッツ工科大学（MIT）で開催されたNIEO研究
会において，国際税に関する二つの報告が行なわれている。すなわち，R．N．
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クーパー〔8〕は地球的共有財産としての海洋資源とくに漁業資源と鉱物資
源の存在に注目し，それの商業的利用に対する課税収入を開発援助にふりむ
ける構想を明らかにし，一方，浜田宏一氏〔9〕は，途上国から先進国に頭脳
流出する科学者，技術者に課税し本国に送金する頭脳流出税を分析している。
　5．頭脳流出税に関しては，浜田氏を含むJ．N．バグワッティグループが精
力的な研究をすすめており，その研究成果〔6〕，〔7〕が発表されている。
　6．1977年3月，イタリーのベラギオにおいて，ブルッキングス研究所主
催（UNEP，フォード財団共催）で，国i際自然環境保護を目的とした資金調
達のための「国際的ニーズの新調達手段に関するベラギオ会議」が開催され
た。この会議に提出されたスタインバーグ，イェーガー，ブラノン共著の報告書
『国際的ニーズの新調達手段』〔10〕は　　その本来の主旨が開発援助では
なく，自然環境保護にあるとはいえ一恐らく国際税についてこれまでに公
表されたもっとも詳細な研究であり，本稿の叙述もこの研究に依拠している。
　7．1979年にアメリカの海外開発審議会（Overseas　Development　C。un－
cil）主催のNIEO研究会において，ブ1レッキングス研究所のW．R．クラ
インは「開発途上国への資源の移転：問題と傾向」〔12〕という報告を行な
い，その中で，今後の有効な開発戦略としてBHNアプローチを，開発援助
として自動的資源動員システムを予想している。そこでの自動的資源動員の
財源としては（1）SDR開発リンク，（2）地球的共有財産の使用税，（3）先進諸国
で徴収された途上国製品輸入関税の返送，（4）頭脳流出税，（5）IMF保有金の売
却，（6）枯渇性資源の採掘税などが挙げられている。
　8．UNCTADは現状の国際経済協力システムのアセスメントを絶えず
行なっているが，1980年の貿易開発理事会に提出された事務局およびJ．エバ
ートの報告書「有効な国際金融協力システムの必要条件」〔14〕は，開発途上
国への自動的な資源動員システムの確立を強調し，国際税一とくに国際貿
易税一と地球共有財産の開発による収入に注目している。
　9．同じ1980年に公表された，プラント委員会の報告書『南と北一生存
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のための戦略』〔15〕は，多くの優れた問題提起を行なって注目されたが，そ
の中に国際税の提案も含まれている。すなわち，報告書の第13章「開発金融
の新たなアプローチ」において自動的メカニズムによる開発資金の調達が強
調され，その一例として，国際貿易，武器輸出，国際投資，炭化水素資源と
枯渇性鉱物資源，薯修的耐久消費財，エネルギー消費，原油貿易，国際航空旅
行と貨物輸送，「国際社会」の共有財産などに対する課税が，列挙されてい
る。中でも国際貿易に対する課税と国際共有財産の利用に対する課税とが特
に有望視されている。
　10．最後に，スエーデンのダグ・ハマーショルド財団も，Deγelopment
1）iαlogue誌〔24〕上において，開発資源の自動的動員問題を特集し，（1）過去
における自動的開発融資の実例を挙げるとともに，（2）現在構想中のものとし
て，国際災害救援保険と，SDR開発リンクと，代替エネルギー開発資金とを
分析している。この雑誌はまた，ウィーゼバッハの国際税研究〔23〕も掲載
している。
2　国際税の種類
　既に一部は明らかになったが，国際税とは，国際的な目的一例えば地球
的自然環境の保護や途上国開発援助　　を実現するための財源を調達する手
段として，全世界の人々の企業活動や個人活動に対して課税するというもの
である。現状においては課税徴収権はもっぱら各国政府に独占されており，
これが国家主権iの重要な中軸となっているが，国際税は，この主権の一部を
国際機関に移し，その資金によって，例えば国際開発援助のような，世界的
な視点からの国際活動を促進することをめざしている。
　どのような種類の国際税が考えられるかについて，詳細なリストを作成し
たのは，ウィーゼバッハ〔23〕とスタインバーグ等；〔10〕であるが，後者は
主に自然環境保護を念頭においているので，ここではウイーゼバッハ〔23〕
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のリストを紹介する。彼は，国内税の場合と同様に，租税の最終的な帰着を
基準にして，国際税を直接税と間接税とに分類している。その主な項目は次
のとおりである。
　1．直接税タイプ
　　1）所得税への上乗せ
　　2）所得税からの控除
　　3）頭脳流出税
　　4）国際投資に対する利潤税
　　5）国際共有財産の使用に対する課税
　2．間接税タイプ
　　6）薯修品購入税
　　7）国際貿易税
　　8）　付加価値税
　　9）エネルギー消費税
　　10）　金広牛田資i毛原？肖費不克
　　11）軍事支出，武器輸出税
　このうち，直接税のうちの1）は，各国における個人所得税に一律数パーセ
ントの国際税を上乗せするものであり，2＞は，逆に個人が行なった開発援助
への拠出金の一部を転入所得税から控除するものである。3）は開発途上国から
頭脳流出（brain　drain）に対する課税，4）は多国籍企業の投資収益（利潤）
に対する課税，5）は地球共有財産の使用税である。
　また問接税のうち，6）は各国国民の奢修品に対する消費税であり，7）
は各国間の貿易に対する課税である。8）の付加価値税は，人類共通の財産
である鉱物資源，原材料，農産物の枯渇を防止するために，その生産と貿易
に課税するものである。9）と10）は，8）の一部と考えることができる。11）
は各国の軍事支出，武器輸出に対する課税である。
　国内税の場合においても，あらゆる新税は嫌われるものであるが，止むを
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えず新税を導入する場合には，それが
　　1）既存の租税制度と重複しない。
　　2）納税者への負担が，水平的にも垂直的にも，公平である。
　　3）大きな課税対象（tax　base）をもっことによって，低い税率でも多
　　　額の税収を確保できる。
　　4）行政的に課税対象の捕捉が確実であると同時に，徴税事務が簡素で
　　　ある。
という，4つの条件を保持していることが重要であるといわれている。国際
税の場合にもほぼ同様のことがいえるであろう。国際税は，（1）既存の国民国
家の租税制度と重複せず，（2）各国の国民の間における負担が公平であり，（3）
大きな課税対象をもち，（4）課税対象の捕捉が確実であると同時に徴税事務が
簡素であることが望ましい。
　ここでは，上に列挙したウイーゼバッハのリストの各項目を詳細に比較す
る余裕はない。しかし，リストを一瞥して，2）の頭脳流出税，6）i薯修品購
入税，9）エネルギー消費税，10）鉱物資源消費税などは課税対象（tax　base）
が比較的小さいこと，一方，4）国際投資収益税や，11）軍事支出，武器輸出
税などは，税収の捕捉が不確かなことが直ちに推測されよう。また1），2）の
個入所得税への上乗せや控除は，各国の主権（租税徴収権）と抵触する可
能性がある。従って，租税の4条件をみたし，かつ各国の国家主権とも抵
触しないような国際税とは，結局，4）国際貿易に対する国際貿易税と，5）
地球的共有財産の商業的利用に対する課税とに限られてくるであろう。この
点については，UNCTAC事務局，プラント委員会，スタインバーグ・グル
ープは，共通の認識にたっている。
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